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1． はじめに
平成１５年の食品安全基本法の制定を契機に、内閣府に「食品安全委員会」が設置され、食品衛生法等関連する法令が改正されるなど、食の安全に係る行政の仕組みや考え方が大きく変わった。例えば、国の取組みにおいて、輸入食品に関する包括的な対応や、いわゆる健康食品による被害の未然防止など、予防的観点を重要視する方向へと進んできている。また、平成１８年５月から残留農薬などのポジティブリスト制度が施行され、生産現場においても、ＧＡＰ（適正農業規範）による取組み等が始まっている。
かつて大阪府内では、O１５７集団食中毒事件、低脂肪乳食中毒事件、野菜の産地偽装表示事件など、食の安全・安心を揺るがす事件が発生し、府民の食に対する不安感は増大した。

このため、大阪府においては、平成１４年１１月から、食に関わる府民の不安感を払拭するための緊急対策として、庁内に知事を委員長とした部局横断型の「食の安全・安心推進委員会」を設置し、さらに、消費者団体、事業者団体、学識経験者、経済界、関係行政機関が一堂に会する「食の安全・安心大阪府民会議」（以下「府民会議」という。）を立ち上げて、五つの約束（スピーディな情報提供、相談窓口の整備、事故の未然防止と拡大防止、指導・監視の徹底、食育の推進）のもとに、消費者の信頼回復をめざした新たな施策を展開している。
これまでの、関係者の努力により徐々に改善してきているものの、府民意識調査を見る限り、今なお過半数の人が、食の安全に対して不安感を持っている状況にある。

こうした状況において、食の安全にかかわる行政の仕組みの変化や緊急的な
取組みの成果を踏まえ、今後とも、大阪府が、食の安全・安心に係る施策を生活者の視点から総合的に進めていくため、基本的な考え方の確立と施策推進に資する「大阪府食の安全・安心推進条例（仮称）」（以下「条例」という。）の制定を検討することとなった。
条例の制定にあたっては、日本の食料事情、日本人の食生活なども視野に入れ、食料自給率の向上をはじめ、いたずらに食品を廃棄することや食べ残しの増加などへの反省、適切な食生活のあり方なども、食の安全・安心と切り離せない課題であることを認識する必要がある。

また、食は、科学であると同時に、文化でもある。人間の価値観、生き方の問題と深くつながる問題でもあり、人間の生きる力、社会の活力とも密接につながっている。

食を取り巻くこのような多面的な課題を踏まえつつ、府民の自主性を尊重し、日本の食文化の発展に寄与していくべきである。そのために、関係者が協力して、かつては「天下の台所」、今は「食いだおれのまち」と言われる大阪にふさわしい条例を検討する必要がある。　
府民会議としても、大阪府が制定する条例の内容について提言していくため、「食の安全・安心推進条例（仮称）検討委員会」（以下「委員会」という。別紙委員名簿）を設置し、6回の検討を行った。
委員会は、大阪府から示された条例案の項目（資料P19）及び論点を中心に、意見・情報を交換し、次のとおり提言するものである。提言をまとめるにあたって、各委員の専門分野や立場の違いから、必ずしも全会一致でまとまった意見ばかりではないが、食の安全・安心を推進し、府民の健康を守るということの重要性については、すべての委員が認識を一にしているものである。
条例の制定、運用、施策の具体化にあたっては、この提言が十分に尊重され、反映されるよう期待するものである。

2． 条例の制定にあたっての基本的な考え方

　大阪府において制定すべき条例は、食品安全基本法に定められた、食品の安全確保にかかる基本的な考え方を、大阪府の食の安全・安心の施策推進に確実に反映させるとともに、関連する諸法令の改正の趣旨を府の施策にいっそう具体的に取入れていくための条例と位置付け、今後、大阪府の取組むべき施策の指針や方向性を明らかにするものである。
　
まず、条例を制定する目的として、府民の健康の保護がもっとも大切であることを明確にすること。

　次に、そのためには、生産から消費にいたるすべての段階で、一貫して、食の安全・安心の取組みがなされるべきであることを明確にすること。事業者には生産、食品加工、流通、小売、外食産業に係る全てが含まれるべきである。
さらに、行政のみならず、事業者や府民の、それぞれの責任や役割を明確にし、関係者が協力し合って、食の安全・安心を確保していく必要があることも確認しておく必要がある。

食の安全・安心については、事業者が食の安全確保の第一義的責任を負っており、事業者自らが果たす役割が大きい。輸入食品の増大、食の多様化、あるいは食品製造・加工・保存等にかかる科学技術が企業レベルで日夜進歩している状況を考えると、現場をもっとも熟知している事業者の自主的な取組みなくして、食の安全・安心の確保はできない。
また、外食産業は、生産部門と消費者をつなぎ、大阪の食文化を担う重要な産業分野であり、こうした食に関わる事業活動に携わる人々の安全・安心の意識が、府民の毎日の生活に及ぼす影響は何よりも重要である。
行政によるルールづくり、事業者の自主的な取組み、消費者の食への思いがあいまって安全・安心な食生活が確保されるべきである。
さらに、食の安全については消費者の不安感が根強い一方、事業者にとっても、存亡に関わる問題であるとの認識が浸透しつつあり、各事業者が関係法令を遵守することは当然のことながら、より高い安全性をめざして自主的な取組みも進めている。そうした情報を消費者にわかりやすく伝えることにより、消費者と事業者の考え方の溝を埋め、相互の信頼関係を築いていくことも課題である。

大阪府においても、新たな食品安全行政の基本であるリスク分析＊の考え方にたって、科学的な知見による食の安全の確保、健康被害の未然防止、情報の公開・共有の推進などを施策の基本と位置づける必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊「リスク分析」とは
　分析技術の向上などにより食品には何らかの危害要因が含まれ、いわゆるゼロリスクはあり得ないということが分かってきた。食品のリスクの存在を前提に、そのリスクを制御していくために、科学的に科学者がリスクを評価し（リスク評価）、それに基づいて行政機関がリスクを最小限にするための施策を実施する（リスク管理）。評価や施策の実施にあたっては、消費者や事業者との意見交換を十分に行い、評価や施策に反映させていく（リスクコミュニケーション）という考え方。
　大阪府は、大消費地であることから、ひとたび、食に関する事故がおきると大規模な被害につながることが懸念される。このことを十分認識して、事後の対応はもちろん、事前の予防的観点に立った、より積極的な対応を図るべきである。

さらに、食の安全・安心を確保しつつ、大阪で古くから育まれてきた、ものを大切にする習慣である「始末」を旨とし、食材を活かしきる食文化や、市場（いちば）機能のなかで育成された品質への厳しい目など、大阪の伝統を次世代に継承し、将来にわたって、食文化を発信していけるよう、府民の取組みを支援していくことが求められる。
3． 大阪府が今後取組むべき施策の主な視点
大阪府から示された条例に規定すべき項目の中から、特に重要なものとして、
（1） 健康への危害（健康への悪影響）の未然防止、拡大防止

（2） リスクコミュニケーションの推進

（3） 食の安全・安心に係る情報収集と提供

（4） 事業者の自主的な取組みへの支援

（5） 大阪らしい取組み

などに論点をしぼり議論を行った。
（１）健康への危害の未然防止、拡大防止について
　食品安全基本法においても、国民の健康の保護がもっとも大切であることが明記され、そのためには、健康への悪影響の未然防止を基本理念として、国も地方公共団体も施策を構築すべきであるとされている。これを踏まえ、食品衛生法において大幅な改正が行われ、予防的観点からの施策が盛込まれたところである。例えば、いわゆる健康食品や輸入食品については、国において、早期に、あるいは包括的に措置を取れるよう新たな規定が盛り込まれた。
　さらに、平成18年5月からの農薬等のポジティブリスト制度の施行により、広範な農薬について残留基準が明確化され、食品衛生法による規制が拡大したところである。

食品の安全性を確保するためには、食品衛生法に基づく監視指導などの恒常的な取組みを基本としつつ、生産段階での安全確保のために必要な手立てや予測できない未知の危害に対する対応など、現行の法令の狭間・限界についても検討しておく必要がある。　　　　　　　
1 生産現場における安全確保について

　条例の基本的な考え方からすれば、生産現場から消費まで、条例において安全確保のための規定が網羅されることが望ましいことから、委員から、食品衛生法の規制を受けない生産段階における農林水産物について、「農薬取締法等に違反して農薬等が使用された生産物について、知事が出荷・販売を禁止することができる」「事故の際に、生産現場に遡って生産物を特定して出荷停止、回収できるようにする」ことなどを内容とする条文を設けるべきであるという提案があった。
　これに対して、大阪府からは、食の安全・安心推進条例（仮称）と並行して、都市農業・農空間に関する大阪府独自制度について、別途条例化も視野に農林水産審議会で審議しており、府内産農産物について、収益確保や担い手育成の観点から「安全・安心」をブランド化の一環として位置づける方向で検討している旨の説明があった。その中で、農薬取締法の遵守のための指導、違反した場合の措置勧告を行うこと、また併せて農家への取組み支援などを総合的に検討されているところである。
　委員からは、｢『安全・安心』という考え方を農業振興のための制度に入れるより、食の安全・安心の条例に入れる方が府民に分かりやすい｣、「生産者だけに安全・安心を任せるのでなく、支援する仕組みが必要」、「生産段階で、農薬取締法に違反して農薬等が使用されたかどうかについては、大阪府やＪＡの農業指導現場での確認や出荷前のＪＡでの生産履歴記帳チェック、本人からの申し出など、農業生産指導現場と密接に関わっており、農業振興のための制度の中に規定すべき」という意見があった。また、「食の安全・安心の条例を制定することを契機に、縦割り行政に陥らず、関連する分野で歩調をあわせて取組みが進み、消費者の健康の保護、食の安全・安心という理念が他の分野でも活かされることが重要であり、どの条例で規定するかにこだわる必要はない」との意見もあった。
　なお、大阪府では多くの農林水産物を府外産に依存していることから、従来、府内に流通している農林水産物で、食品衛生法上の違反ではないが、農薬取締法など関連法令に抵触する事案があった場合、生産地への通報など再発防止のための取組みを行っており、今後とも引続き実施していくこととしているとの説明があった。
　委員会としては、府内産農林水産物の生産現場での安全・安心の確保のためには、関係部局の緊密な連携のもと、小規模な事業者が多い府内農林水産業の現状も踏まえ、府内産農林水産物の安全性確保の実効性が保てる適切な対応をすべきであると考える。
2 未知の危害についての大阪府における立入調査、措置勧告等について
　委員から、様々な食品が輸入されたり、開発されたりする時代にあって、予期し得ない食品の危害があることなどから、国の安全性評価が出ていない段階でも、「知事は食の安全の確保、危害発生の未然防止のため、事業者に報告を求めることができ、立入調査をし、必要な措置をとるよう勧告・命令できる」権限を規定すべきであるという趣旨の提案がなされた。
　一方、大阪府から、食品について健康への悪影響が発生するおそれがあるとき、あるいは、危害が発生したときには、知事には食品衛生法第28条に規定する立入調査等の権限があり、その調査結果に応じて、一定の行政措置を行うなど、現行法体系での対応が可能である旨説明があった。また、改正食品衛生法第７条の第２項及び第３項において、いわゆる健康食品などについて、危害の未然防止・拡大防止のため、一定の条件の下に、厚生労働大臣に、販売禁止命令の権限が定められているが、都道府県知事の権限の定めがない。こうした問題について知事の権限を新たに条例で定める必要性があるかどうかについては、大臣権限と重複することによる問題点などが指摘された。仮に事例を認知したときには、厚生労働省と協議しながら、情報提供など早期の対応で解決するのが適切であるとの考えが示された。
また、委員からも、科学的な分析、調査には一定のプロセスと時間が必要であり、大阪府に権限を設定して独自に対応することについては、必ずしも迅速かつ的確な対応につながるものではないこと、さらに、大阪府の現在の調査研究体制では、安全性評価機能まで想定されていないことから、条例で新たな立入調査権を規定することの実効性に疑問があるとの指摘があった。
これらの論点については、法制上の問題と自治体が安全性評価まで行うかどうかについての論議があり、食品衛生法で対応できない場合を想定した立入調査、勧告・命令の権限の規定について委員会としての意見の一致には至らなかった。

3 危害の拡大防止について

食品による健康被害が起こった場合、早期の情報提供が何よりも望まれる。委員からは、特に、大阪市内で製造された低脂肪乳食中毒事件を教訓として、情報提供のタイミングについて、行政は早期に情報提供すべきであるとの提案があった。
　大阪府からも、予防的観点から、平成１５年の食品衛生法の改正の趣旨なども踏まえ、できるだけ早い時期での情報提供を行うことが必要であるという認識が示されたところである。

その際には、危害の発生と食品等にどの程度の関連を求めるべきかが問題となるが、従前は高度な因果関係、原因物質の特定などを前提としていたが、今後は一定の蓋然性が認められる段階での公表を積極的に行っていきたいと大阪府から示された。しかし、蓋然性の判断については、客観的に判断できる基準が必要である。一方、一般論では基準を定めがたい面もあり、マニュアルなどを作るとともに、個別のケースに応じて、風評被害などにも留意しながら、専門家の助言を求めるなどの仕組みが必要である。公表にいたる過程では当該事業者に釈明の機会を与えることも考慮する必要があるという指摘があった。

なお、ここでの公表は、府民に対する注意喚起のための「情報提供」であって、事業者に対する「制裁」にならないような配慮も必要である。
委員会としては、こういった問題点に留意しつつ、健康被害の拡大防止のため、一定の蓋然性が認められる場合に、府民に積極的に情報提供すべきであると考える。

④自主回収報告制度について

　

　行政が探知する以前に、事業者自らが食品等の不備を把握し、自主的に回収することがあるが、現状では、法律による規定がないため、保健所に報告するかどうかは事業者の判断に委ねられている。食品衛生法に違反する、又はその疑いがある場合、保健所に報告があれば、大阪府では、その情報を公表することで、被害の未然防止・拡大防止と事業者の回収の円滑化を図っている。また、他の行政機関からの自主回収情報についても併せて提供されている。

食品は、他の製品に比べ購入者を把握しにくいことや流通・消費期間が短いことなどから回収率が悪い、また、社告にも費用がかかるという声もあり、行政、事業者、消費者が一体となって、よりよいルールづくりができることが望ましい。そうした情報の開示については行政の積極的な取組みが不可欠であり、大阪府のホームページをみれば、すぐにわかるよう、提供の仕方にも工夫が求められる。社告を見ても、その内容がわかりにくいことも多く、条例で仕組みをつくることで、わかりやすい情報提供と再発防止への効果を期待したい。なお、海外では健康被害があるかないかによって、メディアや消費者に告知して回収を行うか、告知はせず店頭からの撤去のみを行うかを判断しているとの報告もあった。
委員会としては、今後、これまで事業者に委ねていた報告を条例において制度化し、回収情報を迅速かつ的確に府民に伝えることにより、食の安全に対する信頼を高めるべきであると考える。事業者にとっての自主回収報告は、法令違反、又はそのおそれのあることを自ら申告するものであるが、その目的が、被害の拡大防止を第一義にしていることについて、府民の理解を得られ、申告しやすい仕組みにすべきである。

また、自主回収報告を制度化する場合のガイドラインなどを別途規定するとともに、現在、政府レベルで検討されている、食品のリコール制度などについても情報収集し、条例に反映することが望ましい。

（２）リスクコミュニケーションについて
　リスクコミュニケーションは、食品安全行政に導入されたリスク分析手法の重要な要素であり、とくに、都道府県段階においては、従前実施してきたリスク管理業務(食品衛生法にもとづく監視指導業務等)に加え、新たに食の安全・安心推進の施策上の課題となっている。日本の食品安全行政に、この考え方が導入されてまだ歴史が浅いため、本検討委員会でも平川委員に改めてリスクコミュニケーションについて問題提起を依頼し、以下のとおり課題を整理したところである。
　リスクコミュニケーションは、リスク評価を行う専門家、リスク管理を行う行政のほか、消費者、事業者等の関係者の間でリスクに関する情報や意見を交換する双方向的なコミュニケーションと位置づけられるとともに、有効な施策が作られるための民主的な政策決定過程でもある。
　そのため、科学的な情報だけでなく、施策の内容や決定理由、個人的な意見や感情などもリスクコミュニケーションでやりとりされる情報に含まれるが、必ずしも合意形成が目的ではなく、問題点の発掘や関係者の信頼関係を高めていくことが重要である。
　さらに、行政(都道府県、保健所)の役割として、下記の５つが示された。
(1) 国の科学的リスク評価と技術的、社会経済的、法的課題を踏まえた政策の決定、実施、監督

(2) 事業者のリスク管理措置への誘因付与（管理措置にプラスになる規制）
(3) 政策決定と実施に必要な情報を消費者・事業者から収集
(4) リスク情報に関して組織内で効果的な伝達・蓄積・分析の実施
(5) 消費者・事業者等が施策に参加・関与できる機会の提供　　　　
また、大阪府の課題として下記のとおり具体的な提案が示された。
1 提供する情報の再構築（何を伝えたらいいのか）
(ア)リスク管理の実績(監視・指導・検査の結果、苦情処理情報等)の発信
(イ)何をすればよいかの行動に結びつく情報の発信(生活や事業現場で役立つ情報への再編集)

(ウ)メリット・デメリット等のバランス思考、総合判断できる情報の発信（費用、利益、対抗リスク等）

(エ)不確実な情報の扱い方の検討
②情報の伝え方の再構築（どのように伝えるか）
(ア)関心の高い層へのアプローチと｢語り部｣の育成

(イ)小声での疑問や感想などの「つぶやき」への対応
（ウ)場の工夫（生活現場に近いスーパー、ショッピングセンター等の活用）

(エ)参加型の伝達手法の開発（情報の受け手側の視点を反映するホームページ作成）
(オ)計画的対応と成果の評価

委員からは、リスクコミュニケーションにおいて、現状では、表明した意見がどのように扱われたかの説明や活かされなかった場合の理由の説明が不十分であるとの指摘があった。また、リスコミュニケーションの場への参加意欲を高めるためにも、意見が活かされたという実績も明らかにしていく必要がある。参加しても十分意見が言えない者の｢つぶやき｣についても拾い上げる工夫が求められる。　

情報の内容に関しては、リスクコミュニケーションの手段の開発が必要であること、食品安全委員会などから示される全国標準的な情報を、府民の生活を踏まえて、府民が使いやすい形に再構成すること、リスクに対する具体的な行動や対処法まで含めたわかりやすい情報が必要なことなど、様々な指摘や提案があった。また、農薬に関して、むやみに有害視するのでなく、府民の正しい理解が進むような科学的な資料も必要であるとの意見も出された。
さらに、商店街やスーパーマーケットなど府民が参加しやすい場の活用などについても言及された。また、商店などでの客と店員との対面の販売でのやり取りは、情報交換の役割があり、これがリスクコミュニケーションの一端を担うとともに、商店街の活性化にもつながることを期待したいという意見もあった。

委員会としては、今後、次項の情報収集と提供についての取組みともあいまって、効果的なリスクコミュニケーションが行えるよう、府民会議の運営方法や、身近な場の設定、手段の開発など、様々な提案を活用し、取組みを充実していくべきである。また、リスクコミュニケーションの成果についても評価を行い、改善していくべきであると考える。
（３）情報収集と提供について
　現場情報を把握するための手法としての消費者の苦情・相談とその処理、健康被害の未然防止、拡大防止、関係者の信頼関係の醸成など、あらゆる面において情報は大きな役割を果たしているにもかかわらず、食の安全にかかわる情報が、わかりやすく提供されているとは言いがたい。また、消費者が一般的に情報を入手するのはマスメディアであるが、必ずしも、正確な情報提供がなされているわけではない。センセーショナルな取上げ方や偏ったあるいは不十分な情報がかえって事故につながったり、また過度に不安・不信をあおるような情報もあふれている。消費者は、信頼できる窓口から提供される安心できる情報を求めている。
情報は、その集積、管理の仕方により、そこから新たに見えてくるものがある。行政は、収集した情報を、予防や危機管理、新たな施策構築に活かせるよう、情報収集、管理、提供にもっと工夫が求められる。委員からは、特に食の安全・安心に係る情報の一元的な管理の仕組み(例えば、食の安全情報センター)を設け、情報を分析し、問題の発掘や事故の未然防止に活用すること、また、一箇所で苦情や相談の処理ができる仕組みの必要性について、強い要請があった。一方、情報の専門性と個々の職員の職務範囲を考慮すると、ひとつの窓口でさばくことの難しさや迅速性において、一元化で対応することは、必ずしも現実的ではないという指摘も出た。
また、府民からの申し出や施策への提案などについて規定し、行政の適切な対応が確保されることが望ましいという意見が出された。
消費者の苦情等は、事業者へも伝えられるはずであるから、事業者からも情報をもっと行政が集めることによって、今後、事故の拡大防止などにつなげるべきであるとの指摘もあった。
苦情などへの対応に係る大阪府の考え方として、苦情発生現場に近い所で迅速・的確に行うことがもっとも効率的・効果的であり、その意味で保健所は府民の相談窓口として定着しているという説明があったが、委員からは、保健所の体制や能力について、よりいっそう充実・強化する必要があるのではないかといった指摘もあった。
委員会としては、以下のように考える。

情報の一元化に関しては、大阪府において、食の安全推進課が、保健所からの監視指導や食品検査並びに事故情報を集約するとともに、「食の安全・安心推進委員会(庁内組織)」事務局として、部局横断的な集約も行っている。しかし、情報の分析、再構築、発信の目的と方法等が、府民にわかりやすいものになっているか、リスクコミュニケーションの視点から役立つものになっているかなど、今日的な課題に応えるため、必要に応じて府民参加の下で、改善すべき点を精査すべきである。
　また、リスクコミュニケーションを推進する立場から、「府民の申し出」や「施策の提案」についても規定するかどうかを検討する必要がある。

食品安全委員会の行うリスク評価をはじめ、食品の安全性に関する情報が増大している。海外における情報にも、府民の生活に直接関わるものもある。大阪府としても、積極的に広く情報を収集し、府民にわかりやすい形で提供をしていくことにも取組むべきである。

（４）事業者の取組み促進について（顕彰制度、認証制度等）
　
食の安全の確保は、第一義的には事業者(生産者含む。以下同じ)がその責任において確保すべきものであることから、規制するだけでなく事業者の積極的な取組みを促す方策も重要である。
馬場委員からは、「事業者の危害防止の取組み」として、設備面での衛生管理・事故防止策について、加工食品工場での異物混入防止対策や品質保証機器、品質検査等を経て出荷される工程、消費者から苦情の相談や申し出があった場合の対応等の紹介があった。　
　西村委員からは、「社団法人　大阪外食産業協会での安全・安心の取組み」
として、「食博覧会・大阪」の開催や人材育成を目的とした研修と資格認定制度で食品衛生を必須のカリキュラムとする取組み、小学校高学年を対象とした調理の体験学習、生産者の顔の見える食材を使用した新商品を提案する「食材フェア」などの事業の紹介があった。また、食に関するルールは当然守った上で、それ以上を目指すことを支援するような顕彰制度の検討の提案があった。
また、大阪府から、事業者の取組みの促進施策として、自主行動基準の登録、Ｅマーク食品の認証、農産物におけるＧＡＰの取組みについての事例報告があった。自主行動基準では、平成15年から「食の安全の取組宣言事業」を行ってきており、消費者志向の自主行動基準を設けている事業者が多くあり、今後、平成17年7月に改正された消費者保護条例における自主行動基準の登録、公示の仕組みを活用し、自主的な取組みに対する支援、認証を行うことも検討されるべきである。

これらの事例を参考に、事業者の取組み促進方策について議論した。

　安全確保の取組みにおける、企業規模の違いによる問題発生状況については、大企業より中小企業に問題が多いのではないかという指摘がある反面、設備面での問題より、倫理面の問題の方が大きく、必ずしも企業規模に左右されないという意見も出された。安全は、法令などに決められた規格基準や規範、あるいはHACCP（ハサップ）手法を採用した管理などのプロセスを確実に実施すれば、確保できるものであり、むしろ、確実に実施しているかどうか、第３者がチェックできることが課題であるとの指摘があった。委員からは、事業者の取組みが見えてこないので、もっとわかりやすく伝えるべきではないか、そのためにも、各企業は外部チェックの仕組みを取入れることが必要であると提案された。別の委員からは、外部チェックについては経費の問題があるという意見があった。また、行政は、事業者の取組み状況を監視指導や食品検査などを通じて把握していると考えられるが、そうした情報をもっと提供していくべきではないかという指摘もあった。
消費者団体では、地域に密着した小売店などで、表示や量目などが良好な店舗に感謝状などを出している例もあるが、今後、大企業も含めて、顕彰していくとなると基準づくりや、誰が顕彰するのかなど整理する必要がある。また、こうした制度を作る際には、行政が前面にでるのではなく、ノウハウを持った業界団体などが中心になって取り組んでいく方がよいという意見が多かった。さらに、業界内では、取組みを評価されていても、それが消費者には伝わらないことが多かったので、消費者に伝える工夫が求められる。行政は、その顕彰制度等の権威を高めたり、広報活動の面で支援していく仕組みにすることが望ましい。
　顕彰制度や認証制度は、それ自体が目的になって、形骸化してしまうおそれが大きいので、運営に十分注意が必要である。適切な該当事例がない場合は、見送ることも必要である。仕組み作りの中に、事業者のノウハウや自主性を活かすとともに、消費者や第３者のチェック機能の取入れ、行政の支援などをうまく組合せた制度にし、併せて形骸化しない努力をすべきである。
（５）大阪らしい取組みの推進について
　
大阪らしい取組みを検討するにあたり、笹井委員から「市場と商いそして食文化からみた大阪らしさ」について、大阪商工会議所中小企業振興部新田部長から「大阪食彩ブランド事業」について、提言・報告があった。
　笹井委員からは、問屋を要にした大阪の食材の流通の歴史の中で、卸売業者が果たしてきた役割と、安全・安心の観点から、「市場」がこれから果たしていくべき役割などについて問題提起された。中小の生産者や小売店が、消費者に「得心」して買ってもらう仕組みを作っていくことが重要であるとの指摘があった。「生産者の顔が見える」ことだけではなく、「生産者からも消費者の顔がみえる――作ったものを誰が食べてくれるのか――ことがもっと大切である」。こうした観点からは、府内の自給率が低くても、大阪産農産物の消費を支えるため、大阪産農産物を一定比率で取扱う店舗を表示することなどの提案も出された。

また、大阪は全国の外食産業の料理長を数多く輩出していることから、食の安全・安心についても、大阪で育成された人材のブランド力を高める工夫などが考えられないかという指摘もされた。特に、大阪は、ふぐの消費量が全国一と言われていることから、ふぐの取扱登録者のブランド力を向上させることも重要である。
　
新田部長からは、「食」は、大阪の都市魅力を構成する重要な要素であり、大阪のブランド戦略の一つとしての役割が期待されているという観点から大阪商工会議所の「大阪賑わい創出プラン」での取組みが紹介された。｢庶民化と高級化が共存する｣大阪の食文化の歴史を踏まえ、大阪の食の多様性の魅力を発信していくことが求められると同時に、情報発信の基盤整備のひとつとして、良い情報を発信していくための「食育」や「安全・安心の取組み」が重要であると指摘された。
　委員からは、大阪は食について、熱心な議論ができる土地柄であり、たとえば、官主導でない「食育」も進んでいるので、民間の力をうまく活用するのが行政の役割であるということを明確にする方がよいという指摘があった。
　食に関する情報交換の場として、事業者や消費者などが気軽に集まる「井戸端会議」的な場づくりを条例の中に位置づけるべきという意見や、そういった観点から、府民会議の再編も検討すべきという発言もあった。

　食育に関しては、学校における取組みに差が大きいこと、給食における過剰な安全志向があるという指摘もあった。

　なお、何が「大阪らしさ」なのかについては、条例で決められるものではなく、民間に委ねるべきことであるため、大阪府は、民間の活動を支援するという考え方を条例に規定することが望ましい。

　委員会としては、（４）、（５）については、民間主導型の食の安全・安心への取組みを推進するための認証制度など新たな制度について、事業者、消費者、行政によって更に検討する必要があると考える。
４．　その他の必要な施策について
　以上、条例制定にあたり、議論となる項目に絞って検討した結果を整理したが、委員会はほかにも、以下の点について条例に明記し、総合的かつ計画的に施策推進に努められることを求めるものである。

（1） 食の安全・安心推進計画の策定

　食の安全・安心のための取組みは、生産から消費の各段階において一貫して実施されなければならないことから、大阪府においても、関連する施策が総合的に推進されるよう、府民参加の下で中期的な計画を策定するとともに、その目標と成果を年次的に明らかにすべきである。条例に盛込む内容については限界があることから、条例制定後に策定される推進計画は重要なものとなる。

（2） 生産から販売に至る監視指導の徹底

　食の安全の確保は第一義的には事業者の責務であることから、事業者の取組みを確実なものとするため、生産段階から販売までの一貫した監視業務を行い、必要に応じて事業者への指導を充実させるべきである。流通食品については、食品衛生法による食品衛生監視指導計画を策定するとともに、生産部門でも、法に基づく検査等を計画的に行っていく必要がある。さらに、監視業務に係る報告についても、府民にわかりやすい内容となるよう、結果分析・評価に更なる工夫が必要である。

（3） 食品表示の適正化の推進

　食品の表示は、それぞれの表示の目的が法律により異なり、すべてが食の安全・安心のためのものではないが、食品衛生法、ＪＡＳ法などいろいろな法令により表示する項目が規定されている。表示は、消費者が食品を選ぶ重要な目安になるものであることから、正しく信頼できる表示が徹底されるよう、関係部局が協力して取組むべきである。

（4） 教育・学習　(食育)

　府民の役割として、食の安全・安心に関する正しい知識を持ち、合理的な行動が期待されることから、府民が食の安全・安心について、学習できる機会を確保すべきである。また、食育を通じて、幼少時から食の安全・安心を含め、食を取り巻くさまざまな課題について学べるよう、教育の機会も重要である。また、今後、課題となるリスクコミュニケーションに、関係者が適切な情報提供をしていけるよう、行政関係者、事業者においても、新たな課題について、消費者とともに学習していくことが求められる。
（5） 調査研究の推進

　科学的な知見に基づいた健康への危害の未然防止や拡大防止の視点から、食品や生産物の安全に関係する調査研究を今後ともいっそう充実させる必要がある。公衆衛生研究所や農林水産部局の試験研究機関が協力、連携するなど、機能充実に工夫すべきである。また、多様化するニーズに効果的・効率的に対応するため、大学などの協力を求める視点を持つべきである。
（６）　緊急時の体制整備

　食中毒対策を中心に緊急時の体制についてはマニュアル等整備されているが、食の安全を脅かす要因は広範にわたる可能性があり、また健康への危害の未然防止が重要であることから、関係する部局が連携して緊急時の体制を整備する必要がある。必要に応じて専門家の助言を得られる体制も検討すべきである。
５．むすびに
　食の安全・安心のための施策は、新たな時代の新たな取組みである。食について、安全性のみならず、健康づくりや人間形成、食料自給率の向上、食のリサイクルなど様々な角度から見直されているこの時期に、条例を制定することの意義を十分認識し、幅広く専門的な意見を取入れるとともに、府民の目線に立った食の安全・安心への取組みを進めるべきである。
大阪府においては、平成１５年５月以降、府民会議を設置して、リスクコミュニケーションの場と位置づけ、広く関係者の意見を聴取しながら施策を進めてきた。今後、施策をいっそう充実させるとともに、新たな課題への対応にも応えられるように、審議機関の設置などについても検討し、専門的な意見を取入れる仕組みを構築すべきである。

また、食品衛生法に関する権限は、大阪府と、大阪市、堺市、東大阪市、高槻市（以下「保健所設置市」という。）がそれぞれ独立した権限をもっていることから、大阪府において、府域すべてを網羅する情報を把握することや、事故などへの対応を指導する立場をとりにくい状況もあるが、府域全体の食の安全・安心を高める役割を担えるよう、保健所設置市との緊密な情報交換などの体制も求められる。

条例制定を契機に、こうした実務的な課題を克服し、新たな行政分野を構築する立場で、総合的な施策展開に努めるべきである。条例において求められる取組みについても、それぞれ主体が異なる場合もあるが、大阪府として、食品衛生行政を担う保健所設置市との連携をさらに密にし、府内の状況を総合的に把握するよう努めるとともに、保健所設置市の協力を得て府域全体での取組みを進めるべきである。
本検討委員会の提言について、食品の生産から消費にいたる行政を所管するすべての部局が真摯に受け止めるとともに、保健所設置市にも十分理解を求め、府域全体で実効性が確保されるよう、条文や運用面で工夫されることを期待するものである。
○食の安全・安心推進条例（仮称）検討委員会の開催経過
	
	開催年月日
	主　な　論　点

	第1回
	平成18年6月13日
	スケジュール、論点整理

	第2回
	6月30日
	健康への悪影響、危害の未然防止

	第3回
	7月14日
	情報の共有化とﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、公表の考え方

	第4回
	7月28日
	事業者の取組みの促進

	第5回
	8月17日
	大阪らしい条例

	第6回
	9月13日
	委員会提言まとめ


別　紙
食の安全・安心推進条例（仮称）検討委員会委員名簿

（五十音順）
委　員　　全大阪消費者団体連絡会　事務局長　　　　　　　　飯田　秀男
委　員　　関西大学法学部　教授　　　　　　　　　　　　　　池田　敏雄
委　員　　なにわの消費者団体連絡会　事務局長　　　　　　　伊吹　和子

委　員　　日本チェーンストア協会関西支部　参与　　　　　　今井　清継
委　員　　京都府立大学人間環境学部　助教授　　　　　　　　大谷貴美子

委　員　　ＮＰＯ法人　関西消費者連合会　理事長　　　　　　角田　禮子

委　員　　社団法人　大阪府食品産業協会　専務理事　　　　　川見　武彦
委　員　　大阪府農業協同組合中央会　専務理事　　　　　　　菊井　健次
委　員　　大阪府立大学大学院生命環境科学研究科　教授　　　小崎　俊司
委　員　　社団法人　大阪府栄養士会　会長　　　　　　　　　酒井　欣吾
委　員　　ＮＰＯ法人　浪速魚菜の会　代表　　　　　　　　　笹井　良隆

委　員　　大阪府生活協同組合連合会　常任理事　　　　　　　谷　美代子

委　員　　社団法人　大阪食品衛生協会　専務理事　　　　　　殿元　正徳

委　員　　社団法人　大阪外食産業協会　専務理事　　　　　　西村　隆兆
委　員　　社団法人 消費者関連専門家会議西日本支部 支部長　馬場　新一
座　長　　財団法人　関西消費者協会　理事長　　　　　　　　林　　郁

委　員　　大阪大学コミュニケーションデザイン・センター

助教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平川　秀幸
委　員　　ジャーナリスト　　　　　　　　　　　　　　　　　細見三英子
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【条例の考え方】


○　食品安全基本法に定められた、食品の安全確保に係る基本的な考え方を府の食の安全安心推進の指針に反映させるとともに、関連する諸法令の改正の主旨を府の施策に一層具体的に反映させるため、条例として施策推進方針を明記する。


○　条例制定後、強化される機能としては、


　・生産から消費までの一貫した安全確保の取組の推進　　・リスクコミュニケーションの基盤整備


・生産者・事業者の自主的な取組の促進方策　　　　　　・大阪から安全安心の食文化発信


・審議機関等を活用した食の安全・安心に係る政策提言機能














【目的・基本理念】


○　食の安全と安心確保のための関係者の役割（基本法1条）


○　科学的知見に基づく食の安全性の確保（基本法5条）


○　府民の健康の保護（基本法3条、食衛法1条）と被害の未然防止・拡大防止（基本法5条）


○　生産から消費に至る全ての段階で必要な安全・安心な取組み（基本法4条）


○　情報の公開・共有による関係者の協力





【府の責務】


・施策等の総合的、計画的な推進


・国や他の自治体との連携





【食品関連事業者の責務】


・食品等の安全に関する第一義的な責任の認識（基本法8条、食衛法3条）


・食品等に関する積極的な情報提供（基本法8条、食衛法3条）


・府の施策への協力（基本法8条、食衛法3条）





【消費者の役割】


・食品の安全に関する知識の習得


・府の施策に対する意見の表明（基本法9条）








【基本的な施策】


○　食の安全安心推進計画の策定・公表(基本法7・15条）


○　生産から販売に至る監視指導の徹底（食衛法他）


○　食品表示の適正化の推進（基本法18条）


○　リスクコミュニケーションの推進（基本法13条）　


○　情報の収集及び提供（基本法17条）　　　論点２


○　学習、教育（基本法19条）


○　事業者の取組み支援、促進（食衛法61条）論点３


○　調査研究の推進（基本法16条）


○　危機管理体制の整備（基本法14条）


○　環境への配慮（基本法20条）





【健康への危害の未然防止、被害拡大防止】


○　情報の公表による被害拡大防止


○　自主回収報告制度　　　　論点１








【条例を特徴づける「大阪らしさ」、「独自性」】


○　食育の推進


○　認証制度


○　顕彰制度


○　その他　　　　　　　　　論点４　　　　　　　　　　　　　








【審議機関】


政策への助言、情報評価等の機関





※関連する法令を（　）内に記載





　本イメージ図は、平成18年7月14日に開催された条例検討委員会において、論点を整理して議論していく上で提供されたイメージであり、この内容がそのまま条例に盛込まれるものではありません。
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